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土地改良事業計画概要書

第１章 目的

本牛谷上池は、受益農地約 13.90ha をかんがいする水源施設で、地域で農業を経営するうえで欠かす

ことのできないため池である。しかし、現在の牛谷上池は、老朽化に伴う堤体の変形や断面不足に加え、

洪水吐についても素掘水路で老朽化が著しく、堤体との余裕高も確保されていない状態である。また、地

震発生直後の堤体の保全を目的とした緊急放流機能も備えていない状態であり、近年頻繁に発生する豪雨

や今後発生が予想される大規模地震による下流域への甚大な被害が懸念され、防災対策は急務となってい

ます。

このため、本事業により洪水や地震時等による被害を未然に防止するとともに農業生産の維持、農業経

営の安定と農用地及び国土の保全を図ることを目的に実施するものである。

第２章 地域の所在及び現況

第１節 地域

第２節 地積 （令和 7年2 月現在）

第３節 現況

１．気象及び海象

（１）一般気象

事 業 名 地 域

農業用用排水施設 和歌山県橋本市山田地内

現況地目

市町村名

田

(ha)

畑

(ha)

樹園地

(ha)

山林

(ha)

その他

(ha)

計

(ha)

備考

橋本市

（受益地）

577

(4.20)

124 641

(9.70)

7,252 4,461 13,055

(13.90)

計 577 124 641 7,252 4,461 13,055

観測所名：かつらぎ観測所 かんがい期

5 月～10 月

非かんがい期

11月～4 月
計 備 考

観測期間：昭和54 年～令和 7年

平 均 気 温 21.8℃ 7.7℃ 14.7℃ 統計年数 46 年の平均

降 水 量
平 均 956.5mm 430.6mm 1,387.1mm

基準年 - mm - mm - mm

降 水 日 数
平 均 40.0 日 25.0 日 64.0 日

基準年 - 日 - 日 - 日

根 雪 期 間 - - -

無 霜 期 間 5月 1日～10月31日

11月1日～12月 16日

3月 7日～ 4月30日

285 日間

最 多 風 向 NE 最大風速 21.3m/s 2013年 9月 16日



（２）特殊気象

（３）海象

該当なし。

２．地形、地質及び土壌

（１）地形

本地区は、標高224.0ｍ～174.0ｍにわたっており、受益地の傾斜区分は、水田は 1/100～

1/20以下で、畑が 3°以下である。

（２）地質及び土壌

本地区は、和歌山県北東部の橋本市にあり、市北部の山間に位置している。調査地付近は和泉

山脈の南斜面の紀ノ川により形成された河岸段丘の中程で、南流する山田川（紀ノ川支川）の西

側山中で、直下流には親子池の牛谷下池があり、さらに、山田川沿いに民家や耕地が多く点在し

ている。

調査地付近に広く分布する基盤岩は、主として塩基性片岩・泥質片岩からなる三波川帯であり、

盛土部分もこの三波川結晶片岩の風化残積土（著しく風化変質し、土砂～粘土状となる風化土）

で構成されている。紀伊半島西部の三波川帯は、北から曹長石斑状変晶を有する点紋帯、変晶が

なく点紋帯と比べて変成度が低い無点紋帯および御荷鉾帯の３帯に区分され、三波川帯の中央部

に大きな東西方向の軸を持つ傾斜がある。この傾斜部には最下部層が分布し、傾斜の南北両側に

はより上位の地層が分布する。本調査地は３帯のうち、曹長石斑状変晶を有する点紋帯に属して

いる。紀ノ川下流地域の三波川帯の層序は下位より、鞆渕層・柴田層・飯盛層・竜門層と区分さ

観測所名：かつらぎ観測所 第１位 第２位 第３位

観測期間 数量 年月日
発生

確率
数量 年月日

発生

確率
数量 年月日

発生

確率

最大日雨量（㎜）

(1979年 1月～2025年 11月)
300.5 R5.6.2 - 219.0 H29.10.22 - 165.0 H元.9.19 -

最大 1時間雨量（㎜）
(1979年 1月～2025年 11月)

62.0 H15.8.26 - 57.0 S58.7.5 - 48.5 R6.11.2 -

最大 4時間雨量（㎜）
(1979年 1月～2025年 11月)

126.5 R5.6.2 - 120.5 R5.6.2 - 119.0 S58.7.5 -

最大 24時間雨量（㎜）
(1979年 1月～2025年 11月)

375.0
S54.6.27

S54.7.2
- 342.5

H23.9.1

H23.9.5
- 314.5

H29.10.21

H29.10.25
-

最大連続旱天日数（日）
(1979年 1月～2025年 11月)

47.0
H22.11.23

H23.2.7
- 44.0

S61.1.5

S61.2.17
- 40.0

S54.7.18

S54.8.26
-

観測所名：かつらぎ観測所 第４位 第５位

観測期間 数量 年月日
発生

確率
数量 年月日

発生

確率

最大日雨量（㎜）
(1979年 1月～2025年 11月)

162.5 H26.8.9 - 154.0 H54.6.27 -

最大 1時間雨量（㎜）
(1979年 1月～2025年 11月)

46.0 H11.8.11 - 45.5 H24.9.7 -

最大 4時間雨量（㎜）
(1979年 1月～2025年 11月)

112.0 R5.6.2 - 110.0 S58.7.5 -

最大 24時間雨量（㎜）
(1979年 1月～2025年 11月)

303.0
S57.7.31

S57.8.3
- 302.0

H26.8.8

H26.8.12
-

最大連続旱天日数（日）
(1979年 1月～2025年 11月)

39.0
H7.7.23

H7.8.30
- 35.0

H14.7.20

H14.8.23
-



れ、当地は鞆渕層・飯盛層・竜門層に属している。

３．水利状況

（１）用水状況

本地区は、ため池に全用水を依存しており、地区内の用水路等によって、受益地全域にかんが

いしている。

（２）排水状況

本地区の排水は、地区内の排水路等を経由して二級河川山田川に排水される。

（３）河川状況

本地区の排水は、二級河川山田川を経由して一級河川紀の川に流れている。

４．道路状況

本地区の東側を県道御幸辻停車場線・山田岸上線が南北に走る。これらの道路を軸に主要地方道が

接続し、道路網が形成されている。

５．営農状況

本地区の営農は、水稲、柿等の果樹による経営が展開されている。

第４節 地域環境の概況

本地域は、和歌山県の北東部に位置し、一級河川紀の川右岸に形成された農業地帯であり、本ため

池下流方向には平坦面が広がり、民家や耕地が多く点在している。本地区の農業用施設及びその周辺

では、ナナホシテントウ、ヒメウラナミジャノメ、ヨモギ、ノアザミ等が確認されており、動植物の生

息、育成の場ともなっている。

第３章 基本計画

第１節 事業計画の要旨

１．要旨

本事業は、堤体、洪水吐、取水施設が老朽化しており、緊急放流機能がない危険な状態であるた

め池を改修し、施設機能の回復等を行うことにより、豪雨、地震に備えた防災減災機能の向上、農

業生産の維持及び農業経営の安定化を図り、もって国土の保全に資するものである。

２．事業別面積

３．想定被害状況

事 業 名 農業用用排水施設 単位：ha
備 考

土地利用区分 田 輪換耕地 普通畑 果樹園 その他 計

事
業
目
的

ため池改修 4.20 9.70 13.90

計 4.20 9.70 13.90

想

定

被

害

被害面積（ha）

水田 畑 その他 計

7.32 9.72 - 17.04

被害額（千円）

農作物 農地 農業用施設 公共施設 家屋･その他 計
人命

（人）

11,758 48,859 91,288 1,756 292,320 455,981 2



４．環境と調和への配慮

本地区は、橋本市田園環境整備マスタープランの環境配慮区域に位置している。

本事業の実施に当たっては、周囲への影響、生態系及び環境との調和に配慮し実施する。

第４章 工事及び管理の要領

第１節 工事の主な概要

第２節 管理の要領

本事業において整備等を行う施設の管理については、下記の管理者が適正な管理を行う。

第５章 換地計画の要領

該当なし

第６章 費用の概算

工 種 工事内容 数 量 備 考

堤体工 傾斜遮水ゾーン型 L=76.0ｍ

取水工 斜樋（取水孔及び緊急放流孔） L= 4.3ｍ

底樋工 土砂吐ゲート及び底樋管 L=28.3ｍ

余水吐工 越流堰式（鉄筋コンクリート構造） L= 22.0ｍ

管理者 施設名

新田田人 堤体

新田田人 余水吐

新田田人 取水施設（樋及びゲート）

事業名

区分

農地防災

（千円）

区画整理

（千円）

計

（千円）

備考

主要工事 324,000 0 324,000 令和８年度単価

附帯工事

計 324,000 324,000



第７章 効用

第８章 他の事業との関係

該当なし

第９章 計画概要図

別添図面のとおり

項目

区分

年総効果(便益)額

(千円)

年増加農業所得額

(千円)

備 考

食料の安定供給の確保

に 関 す る 効 果 6,644
作物生産効果・営農経費節減

効果・維持管理費節減効果

農 業 の 持 続 的 発 展

に 関 す る 効 果 6,547 災害防止効果(農業関係資産)

農 村 の 振 興

に 関 す る 効 果 12,599 災害防止効果(一般資産)

多 面 的 機 能 の 発 揮

に 関 す る 効 果 76 災害防止効果(公共資産)

そ の 他 効 果
850 国産農産物安定供給効果

計 26,716 令和８年度単価
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